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The purpose of this investigation is to evaluate the effect of the landscape assessment system, and 

to propose an improvement plan. This report is a summary of the effectiveness of the landscape 
assessment system by the analysis of 34 cases. 
 
 
［研究目的及び経緯］ 
国土交通省では、「平成 22年度国土交通省事後評価

実施計画」（平成 21 年 8 月）に基づき、平成 22～23

年度にかけて「美しい国づくり政策大綱」に関する政

策レビューを実施することから、同大綱の施策として

位置づけられている景観アセスメントシステムについ

て、その導入効果を検証し、より効果的・効率的なシ

ステムへと高度化を図っていくことが必要となってい

る。そこで、本調査では、地方整備局等における景観

アセスメントシステムの取り組み実績について、実務

上の課題を抽出するとともに、システムの導入効果の

検証を行い、高度化に向けた方策を検討する。また、

地方整備局等における景観アセスメントシステムの運

用を支援するため、地方整備局等の担当者向けデータ

ベースを構築し、本システムに基づく取り組みの情報

の共有・活用化を図るものである。 

 

［研究内容］ 

平成 23年度は、景観検討の取り組み内容と効果との

関係をより具体的に整理するために、個別の事例に着

目した詳細分析を行った。調査対象事業は、平成 23年

3 月 31 日現在の事業一覧から、①丁寧な（あるいは特

徴的な）取り組みが行われていること、②できるだけ多

くの効果が現れている（あるいは期待できる）こと、③

一般検討事業を多く取り扱うことを条件として 34事業

を選定した。選定した事例の内訳を表-1に示す。 
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表-1 分析対象事例の内訳 

ヒアリング項目 内　　　　　容

　・ 取り組みの具体的な内容や経緯（どのような背景のもとに、どのような取り組みを、どのようなタイミングで行ったか）
　　について、予め既存資料から整理した事業ごとの個票を用いて確認。

　・ 一般検討事業において、必須とされていない「検討体制の構築」や　「予測・評価」を取り入れることになった理由や
　　重点検討事業との違いについて確認。

  ２．景観予測・評価の
　　　実施について

　・ 景観予測・評価の具体的な方法とその選定理由、実施時の課題およびその解決方法、評価結果の妥当性の判断方法、
　　 予測・評価を実施したことによる効果や影響などについて、具体的な内容を確認。

　３．検討体制の構築、
　　　合意形成について

　・ 住民意見の聴取および地方公共団体等との連携の経緯とその具体的な方法、実施上の課題およびその解決方法、意見
　　 聴取および連携による直接的・間接的な効果や影響、多事業間での合意形成の方法などについて、具体的な内容を確認。

　４．取り組みによる
　　  効果について

　・ 取り組みによる効果の全体像を把握するため、景観検討に取り組んだことによって、事業関係者、地域住民、周辺
　　地域等にどのような変化や影響があったかについて、取り組みの経緯を追いながら具体的な内容を確認。

　５．その他 　・ 景観検討の運用を踏まえたシステム全般に関する意見（運用上の工夫、改善が望まれる点など）を確認。

　１．景観検討の取り組み
       内容について

歴史的風致維持向上計画の認定都市でも、平時に歴

史まちづくりに関する技術相談を行えるような体制の

延長として、認定都市間で災害時の協力体制の確認を

行っておくことが効果的である。また、必要に応じて

災害時の支援協定を締結することも考えられる。 
②地域防災計画の上位・関連計画としての位置づけと連携 

都道府県および市町村が定める防災に関わる計画に

は、災害対策基本法第 42条の規定に基づき定められる

地域防災計画がある。また重伝建地区では、国庫補助

事業として「重要伝統的建造物群保存地区防災計画策

定調査」が位置づけられており、地区の防災計画が定

められるケースもある。文化財等の歴史的建造物を災

害から守っていくためには、このような地域防災計画

等に、事前・事後の対応が明記される必要があり、例

えば京都府の地域防災計画では、文化財災害予防計画、

文化財等の応急対策、文化財等の復旧計画が位置づけ

られている。 

一方、歴史的風致維持向上計画では、歴史的風致の

維持及び向上に関する方針の作成にあたり、総合計画

や都市計画マスタープラン、景観計画等における目標

像や方針、さらに取組みの方向性との整合性の確保が

求められる。歴史的風致を考慮した復旧を考えた場合、

地域防災計画等において、文化財等の歴史的建造物の

防災および復旧対応を明記するとともに、歴史的風致

維持向上計画の中でも、上位・関連計画として地域防

災計画を位置づけ、災害時の対応において連携を図る

ことができるよう配慮することが求められる。 

③災害を想定した復旧体制や対策の検討 

歴史的風致維持向上計画では、文化財に対する防災

の体制や防災設備の現状を把握した上で、消防局等を

はじめとした関係部局、地域の防災組織等各種団体と

連携した体制の構築、防災訓練等の予防措置等に関す

る課題と対策を明記することとなっている。 
一方、歴史的風致を考慮した復旧を考えた場合、こ

のように被害を未然に防ぐまたは最小化するための

「防災」に関する事項とともに、一定の災害を想定し

た復旧対応の体制や緊急時の対策マニュアルを検討、

準備しておくことが重要であり、必要に応じて、歴史

的風致維持向上計画の中にも位置づけておくことも考

えられる。 
④計画認定期間後も見据えた継続的な取組み 

歴史的風致を考慮した復旧にあたっては、それを支

援する様々な手立てがあることが望ましい。今回被災

した桜川市真壁地区および白河市では、被害のあった

歴史的建造物を震災後に「歴史的風致形成建造物」に

指定（追加指定）することで、修理に対する助成が行

われ、未指定の文化財の復旧に効果を挙げている。 

なお、歴史的風致維持向上計画の計画期間は認定後

概ね 10年間であるが、計画認定期間後も計画を更新し

て継続的な取組みを進めていくことが、災害復旧とい

う観点からも重要である。また、歴史的風致形成建造

物等については、計画期間内に必要な補強対策等を実

施した上で、可能なものについては、災害時にも修復

に対する支援措置を講ずることができる文化財等に指

定していくことが望まれる。 

⑤災害を想定した効果的な取組みメニュー 

歴史的風致維持向上計画の認定都市では、計画に位

置づけられたハード・ソフトの様々な事業が実施され

る。このような歴史的風致維持向上計画に基づく取組

みとして、災害時の復旧を円滑に進める上で効果的と

考えられる取組みとしては、例えば以下が挙げられる。 
○歴史的建造物の総合把握・リスト化 

歴史的風致維持向上計画の策定にあたり、地域の歴

史的風致を構成する要素（歴史的建造物等）に関する

一定程度の調査は実施されるが、計画策定前（認定前）

にこれらの網羅的な調査が行われるケースは少ない。

今回の被災都市である多賀城市でも、計画策定にあた

り、板倉等の歴史的建造物の調査は行われていたが、

網羅的には実施されていなかったため、震災後にあら

ためて調査が行われている。 
災害時の復旧対応を迅速かつ円滑に進める上でも、

歴史的建造物の総合把握・リスト化を歴史的風致維持

向上計画に基づく取組みとして実施しておくことが有

効である。 
○歴史的建造物の保存状態に関する調査 

災害時における歴史的建造物の被害を最小限にとど

める上では、平常時における文化財も含めた歴史的建

造物の事前診断と適切な補強対策の実施も重要な取組

みとなる。今回被災した桜川市真壁地区では、土葺き

の屋根瓦がずれて落下する被害が多く見られたが、こ

れらは長年修理をせずに土が乾いていたために起きた

ものであり、屋根の調査を事前実施して対応を行って

おけば被害を最小限に抑えられたとの指摘があった。 
歴史的風致維持向上計画に基づく取組みとして、こ

のような歴史的建造物の保存状態に関する調査を実施

するとともに、必要に応じて歴史的風致形成建造物に

指定し、必要な補強対策等を実施することも効果的で

ある。 
 

［成果の活用］ 

本研究の成果を踏まえ、今後、災害時の歴史的風致

の維持に資する取組みについて、「歴史的風致を考慮し

た災害復旧の手引き（仮称）」として取りまとめる予定

である。 
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景観アセスメントシステムでは、すべての直轄事業を、

重点検討事業、一般検討事業、検討対象外事業に区分し、

区分に応じた景観検討を行うこととしており、重点検討

事業では、学識経験者等を含めた検討体制の構築、CG

等を用いた予測評価の実施および事業評価の実施を必

須としている。一般検討事業では、これらの項目は必

須とはなっていないが、重点検討事業と同様に実施し

ている事業もあることから、それらを分析対象とする

ことで、システムの導入が景観検討のレベルアップに

寄与した効果についても検証することを狙いとした。 

これら事例について、既存文献・資料調査および事

業担当者へのヒアリング調査を実施し、具体的な取り

組み内容の把握ならびに取り組みによって発現した効

果の抽出を行った。ヒアリング項目は表-2のとおりで

ある。 

 
［研究成果］ 
１．分析事例における取り組みの特徴（表-3） 

事務所においては、職員で構成される景観検討委員

会の設置や、独自に策定した景観整備指針等の運用な

ど、それぞれの特性に応じた景観への取り組みが行わ

れている。また、ワークショップ、調整会議、協議会、

検討会、懇談会など、情報の共有・相互理解のための

様々な意見交換の場を設け、地方公共団体との連携や

地域住民等の意見の聴取とその反映を丁寧に進めてい

る様子が伺える。景観予測・評価にあたっては、事業

の段階や対象に応じて手法・ツールを使い分け、多面

的な検討が実施されている。作成された視覚化資料は

合意形成において有効に活用され、広報誌やホームペ

ージでの景観検討過程の公表も積極的に行われている。 
一般検討事業においても、完成後の利活用や維持管

理の主体は地域となることを踏まえて、重点検討と同

様の取り組みが行われており、地方公共団体の景観計

画等との整合を図りながら、住民等との協働による景

観検討が進められている。 
景観アセスメントシステムの運用開始以降に完了し

た事業はまだ少数であるが、景観カルテ等の作成によ

り履歴を残す取り組みが進められており、それらの継

承により維持管理段階までの景観検討の一貫性が担保

されている。 
２．事例分析によって捉えられた効果（表-3） 

 景観検討の取り組みを通じて、職員の景観に対する

考え方や技術的な知見が深まり、景観検討の全体的な

レベルアップに繋がっていることが確認された。また、

地方公共団体との連携が深まることや、地域住民等か

らの意見を反映できたことにより、事業の円滑な推進

が図られるのみならず、完成後の利用の増加や愛着の

醸成、地域協働型の維持管理体制の確立、良好な広域

景観形成へと波及していくことが想定された。 

 

［おわりに］ 
 景観アセスメントシステムの導入は、景観検討の水

準を引き上げる効果があった。しかし、構想から維持

管理までのすべての段階の効果を検証できる時期に至

っていないため、今後も事後評価も含めて景観検討の

実績を積み重ねて行くことが重要である。 

表-3 ヒアリング結果例 

　　　　　　　事例名
　項目

吉野川加茂第二箇所築堤事業 吉井地区電線共同溝

　１．景観検討の
       取り組み内容

・地域の文化や自然景観への配慮が求められる地域での堤防整備を行うにあ
　たり、地元との連携により、「地域の歴史を学ぶ」、「現地を見て考える」、「堤
　防整備について考える」という手順で、景観整備方針を策定した。

・伝統的建造物群保存地区に位置するため、うきは市
　の要望に基づき、市が展開している「伝統的な街並み
　を活かしたまちづくり」と一体となった整備を実施した。

  ２．景観予測・評価
　　　の実施

・CG動画の作成（景観をリアルタイムに確認）、スケッチの多用（イメージの共有)､
　河川景観特性図（鳥瞰絵図）の利用（対象地域全体の景観的特徴の把握）、
　現地視察会の実施。

・フォトモンタージュの作成。
・カラー舗装等のサンプルを用いた現地確認を実施。

　３．検討体制の構築、
　　　合意形成

・「吉野川中流域　地域文化・景観懇話会」の開催　（学識経験者、NPO､住民
　代表、東みよし町、事務所で構成、計3回）。
・地域住民によるワークショップの開催（計5回）。
・ワークショップの開催に先立ち、地域住民へのヒアリングを行い、対象地域の
　文化・景観特性の把握を行った。
・懇話会からワークショップへのアドバイスを行うなど、両者の関係を密にする工
　夫を行った。
・子どもの目線で考えることが重要であることから、小学5年生を対象とした子ど
　もワークショップを開催した（計1回）。

・事務所内景観委員会の開催。
・「吉井地区景観委員会」の開催（住民代表､九州電力､
　うきは市、事務所で構成、計3回）。
・ふくおか国道色彩・デザイン指針の適用。

　４．取り組みによる
　　  効果

・ワークショップへの参加を通して、堤防ありきから､どのような堤防が良いのか､
　さらにどのような河川が良いのかというように、参加者の視野が広がった。
・ワークショップ参加者に対する事後評価では、総じて高い満足が得られている｡
・事務所内の関係部署間で情報がリアルタイムに共有され、相互の役割分担が
　円滑に行われている｡
・景観整備方針の策定後に、東みよし市が景観行政団体となり、景観懇話会の
　取り組みが組み込まれている。

・完成後、地元有志による記念祝賀パレードが行われ、
　感謝状が贈呈されるなど、地元から高い評価を得た。

　５．その他

・景観アセスメントシステムの実施要領である「四国地方整備局景観検討の手
　引き（案）」は、担当職員の心構えの段階から非常に参考にできるものであり､
　住民等関係者向けに表現を工夫したものがあれば、より効率的に検討が進む
　と考える。

・維持管理に向けて、事務所独自のカルテを策定し、
　実施の履歴を残すようなシートを作成している。
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